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調査⽬的 

 

本調査は、横浜市における次期よこはま保健医療プラン（Ｈ30~Ｈ35 予定）策定な

ど、本市のがん対策の検討を⾏う前段階での「がん」に関する課題について、現状を把

握することを⽬的に⾏いました。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

がん患者の就労等に関するアンケート調査 

がん患者及びその家族並びに横浜市域の事業所を対象に、がん診断後の就労に関する課

題及びニーズを把握するためのアンケート調査を実施しました。 

   

調査⽬的 

調査内容 
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１ 調査⽅法 

調査対象 

(1) がん患者及びその家族向け調査 

横浜市域のがん診療連携拠点病院の受診患者とその家族各 2,250 ⼈ 

(2) 事業所向け調査 

 横浜市内の事業所 2,000 社（従業員規模別に無作為抽出） 

調査⽅法 

(1) がん患者及びその家族向け調査 

⾃記式（無記名）調査票 

患者向けと家族向けの 2 種類の調査票を病院を通じて配布、患者・家

族それぞれ別に郵送回収。⼀部、横浜市が病院内にて配布し、回収箱

にて直接回収 

(2) 事業所向け調査 

 ⾃記式調査票を郵送発送、郵送回収 

調査期間 

(1) がん患者及びその家族向け調査 

平成 28 年 10 ⽉から平成 28 年 11 ⽉末 

ただし調査票の配布期間は病院ごとに前後する。 

(2) 事業所向け調査 

 平成 28 年 11 ⽉から平成 28 年 12 ⽉末 

調査項⽬ 

(1) がん患者及びその家族向け調査 

ア がん患者向け 

病気の状況、病気による仕事への影響、治療と仕事の両⽴の状況 

イ がん患者の家族向け 

家族の病気にかかったことによる仕事への影響、がんにかかった

家族へのサポート 

(2) 事業所向け調査 

法⼈概要、私傷病等に関する制度概要、従業員が私傷病になった際の対

応状況、がんに関する認知度、仕事と治療の両⽴に向けた課題や今後の

⽅針 

回収状況 

患 者︓718 / 2,250 件 （回収率 31.9%） 

家 族︓507 / 2,250 件 （回収率 22.5%） 

事業所︓454 / 2,000 件 （回収率 22.7%） 
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２ 調査結果の概要 

(1)がん患者における現状と課題（がん患者向け調査） 

 

 がん患者を対象としたアンケート調査の結果、がん診断時に就労していた⼈のう

ち、今後も「仕事を続けたい」⼈は 76.4％、⼀⽅「仕事を辞めたい」⼈は 14.3％

でした。【◆今後の就労に関する意向】 

 しかしながら、実際の就労（継続）の状況は、個⼈事業主（⾃営業）を除く法⼈で

就労していた⼈のうち、「退職していない」⼈は 72.1％にとどまり、「退職した」

⼈が 20.2％いることがわかりました。【◆就労への影響】 

 この退職の有無を就労形態別に⽐較すると、正職員の⼈よりも、契約職員・嘱託職

員、パート・アルバイト、派遣社員など正職員以外の⼈の⽅が退職する割合が⾼い

ことがわかりました。【◆就労への影響】 

 がん診断後の収⼊に関しては、（個⼈収⼊は）「減った」が 59.4％と半数以上を占

めました。【◆経済的な問題】 

 制度について、「⾼額療養費制度」を利⽤した⼈は 72.4％であったのに対し、「傷

病⼿当⾦制度」を利⽤した⼈は 33.9％にとどまり、「知らなかったので利⽤しなか

った」が 33.6％と、制度の認知度に差が⾒られました。【◆経済的な問題】 

 
 

(2)がん患者の家族における現状と課題（がん患者の家族向け調査） 

 

 がんにかかった家族をサポートするために有給休暇を取得したなど就労状況に何ら

かの変化があった⼈は 42.0％でした。【◆就労への影響】 

 家族の⽴場にたって、がんにかかった家族に、「仕事をして欲しい（35.9％）」と

「仕事をして欲しくない（36.1％）」は意⾒がほぼ同数でした。【◆がんにかかった家

族の就労に関する意向】 

 がんにかかった家族の就労について相談したいと思ったことがある⼈は 25.6％にと

どまりました。【◆がんにかかった家族の就労に関する相談・サポート】 

 ⼀⽅で、家族に対する必要な⽀援・制度について複数回答⽅式で、「患者への⽀援

⽅法についての助⾔･情報提供」、「患者の治療に関して相談できる場の提供」と

の回答が約半数あり、相談・サポート先の広報がさらに必要であることがわかりま

した。【◆がんにかかった患者の「家族」に対して必要な⽀援・制度】 
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(3)横浜市内の事業所における現状と課題（事業所向け調査） 

 

 「過去 3 年間にがんと診断された従業員がいた」と回答した事業所は 43.0％でし

た。その従業員について、休職・休業後に復職する場合が多いと回答した事業所は

57.3％、退職する場合が多いと回答した事業所は 18.9％でした（休職中・死亡そ

の他が 17.5％）。【◆がんと診断された従業員の状況】 

 私傷病になった従業員の⾝分保障期間は、平均で 17.2 か⽉、所得補償期間は平均

15.1 か⽉であり、従業員規模が⼩さいほど短くなる傾向でした。【◆私傷病になった従

業員の雇⽤管理、⾝分保障期間・所得補償期間等】 

 がん検診を共同実施を含めて⾏っている事業所は 46.3％にとどまり、51.3％の事

業所はがん検診を実施していないことがわかりました。【◆がん検診の実施状況】 

 また、がん検診の実施割合は従業員規模が⼩さいほど低くなる傾向があり、同様

に、働き⽅を⽀援する制度の有無、産業医など産業保健スタッフの有無も、従業員

規模が⼩さいほど導⼊割合が低くなることがわかりました。【◆がん検診の実施状況、◆

柔軟な働き⽅を⽀援するための制度、◆産業保健スタッフとの連携状況】 
 仕事と治療の両⽴が実現できる職場づくりを必要と感じている事業所は 88.3％と多

く、それを進める上での課題は、複数回答⽅式で「代替要員の確保が困難」が

61.0％と最も多く、ついで「休業中の賃⾦⽀給等の⾦銭的な補償が困難」、「柔軟

な勤務制度の整備が困難」であることがわかりました。【治療と就労の両⽴の実現に向けた

課題】 

 横浜市が普及啓発事業を進める際に、事業所として知りたい内容は、「主に必要と

なる就業上の配慮」、「他社での取組事例」、「法⼈が相談できる相談窓⼝」であ

ることがわかりました。【治療と就労の両⽴の実現に向けた課題】 
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(1) がん患者向け調査 

◆基本属性 

回答者（全 718 件）の性別は、男性 49.0%、⼥性 50.8％とそれぞれ同程度でした。調

査回答時点の平均年齢は、男性 63.7 歳、⼥性 56.2 歳でした。がんと診断された時の平均

年齢は、男性 60.9 歳、⼥性 53.3 歳でした。家族構成は、扶養家族ありが 44.6％、単⾝

世帯は 12.8％でした。居住地は、「横浜市内」が 71.0％でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１ 性別 度数 割合
男性 352 49.0%
⼥性 365 50.8%
無回答 1 0.1%
合計 718 100.0%

問１ 回答者の性別 

0

50

100

150

200

250

〜30代 40代 50代 60代〜

男性 ⼥性

問 2 調査回答時点での年齢（性別） 

0

50

100

150

200

250

〜30代 40代 50代 60代〜

男性 ⼥性

問 2 がん診断時での年齢（性別） 

男性⼥性

無回答

問2 調査時点の年齢
平均年齢
年代別 度数 割合 度数 割合
〜30代 11 3.1% 25 6.8%
40代 22 6.3% 78 21.4%
50代 77 21.9% 125 34.2%
60代〜 241 68.5% 134 36.7%
無回答 1 0.3% 3 0.8%
合計 352 100.0% 365 100.0%

男性 ⼥性
63.7 56.2

問２ がん診断時の年齢
平均年齢
年代別 男性 割合 ⼥性 割合
〜30代 16 4.5% 37 10.1%
40代 39 11.1% 106 29.0%
50代 80 22.7% 113 31.0%
60代〜 205 58.2% 105 28.8%
無回答 12 3.4% 4 1.1%
合計 352 100.0% 365 100.0%

60.9 53.3
男性 ⼥性



7 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆就労の状況 

 がん診断時に、「法⼈で就労していた」は 51.0％、「個⼈事業主（⾃営業）として就労

していた」は 9.3％でした。法⼈で就労していた⼈のうち、就労先の正社員数が「300 ⼈

以上」（⼤企業）は 47.0％、300 ⼈未満の企業には 51.0％でした。事業所の所在地は、

「横浜市内」49.7％、「横浜市以外」46.2％でした。就業形態は、正職員 56.6％、正職

員以外（契約職員・嘱託職員、パート・アルバイト、派遣職員の合計）35.8％でした。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

問３ 家族構成 度数 割合
扶養家族あり 320 44.6%
扶養家族なし
（単⾝世帯でない）

297 41.4%

扶養家族なし
（単⾝世帯）

92 12.8%

無回答 9 1.3%
合計 718 100.0%

扶養家族あり

扶養家族なし

（単⾝世帯でない）

扶養家族なし

（単⾝世帯）

無回答

問３ 家族構成 

問５ 居住地 

横浜市内

横浜市以外

無回答

問11 就労状況 度数 割合
法⼈で就労していた 366 51.0%
個⼈事業主(⾃営業)として就労していた 67 9.3%
就労していなかった 233 32.5%
無回答 51 7.1%
不明 1 0.1%
合計 718 100.0%

法⼈で就労し

ていた

個⼈事業主(⾃営

業)として就労し

ていた

就労していな

かった

無回答 不明
問 11 がん診断時の就労状況 

問５ 居住地 度数 割合
横浜市内 510 71.0%
横浜市以外 197 27.4%
無回答 11 1.5%
合計 718 100.0%
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問 12 就労していた法⼈の正社員数 

問12 事業所の所在地 度数 割合
横浜市内 182 49.7%
横浜市以外 169 46.2%
無回答 15 4.1%
合計 366 100.0%

横浜市内横浜市以外

無回答

問 12 事業所の所在地 

正職員

契約職員･嘱託職員

パート･アル

バイト

派遣職員

その他
無回答 不明

問 18 がん診断時における就業形態 

問12 法⼈の正社員数 度数 割合
1〜50⼈未満 103 28.1%
50〜300⼈未満 84 23.0%
300⼈以上 172 47.0%
無回答 6 1.6%
不明 1 0.3%
合計 366 100.0%

1〜50⼈未満

50〜300⼈未

満

300⼈以上

無回答
不明

問18 就業形態 度数 割合
正職員 207 56.6%
契約職員･嘱託職員 49 13.4%
パート･アルバイト 72 19.7%
派遣職員 10 2.7%
その他 11 3.0%
無回答 16 4.4%
不明 1 0.3%
合計 366 100.0%

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数

366 を分⺟に算出しました。 

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数

366 を分⺟に算出しました。 

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した

回答者数 366 を分⺟に算出しました。 
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◆就労への影響 

 がんにかかった後、就労していた法⼈を「退職した」は 20.2％、「退職していない」は

72.1％でした。  ※「退職した」には就労の継続を希望しなかった場合も含みます 

就業形態別に⽐較すると、正職員の⼈よりも正職員以外の⼈の⽅が仕事を辞めた⼈の割

合が⾼くなっていました。なお、性別による違いはほとんどありませんでした。 

主な退職理由は、「治療・療養に専念するため」「体⼒⾯等から就労が困難」「周囲に

迷惑をかけたくない」でした。 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

再掲）問 21（就業形態別・性別） 

「正職員以外」は、契約職員・嘱託職員、パート・アルバイト

及び派遣職員の合計値です。 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

問21 退職の有無
（就業形態別・性別） 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
退職した 12 10.1% 13 14.9% 13 35.1% 32 34.0%
退職していない 102 85.7% 70 80.5% 21 56.8% 57 60.6%
無回答 5 4.2% 4 4.6% 3 8.1% 5 5.3%

合計 119 100.0% 87 100.0% 37 100.0% 94 100.0%

正職員（男） 正職員（⼥） 正職員以外（男） 正職員以外（⼥）

退職した

退職していない

無回答

問 21 がん診断後、がん診断時に就労していた 

法⼈を退職したかどうか 
問21 退職の有無 度数 割合
退職した 74 20.2%
退職していない 264 72.1%
無回答 28 7.7%
合計 366 100.0%

問21 退職の理由 度数 割合
治療･療養に専念するため 51 68.9%
体⼒⾯等から継続して就労することが困難であるため 35 47.3%
周囲に迷惑をかけたくないため 32 43.2%
職場から勧められたため 6 8.1%
家族から勧められたため 6 8.1%
職場に居づらくなったため 4 5.4%
その他 13 17.6%
合計 147

問 21 退職した理由 （複数回答） 

問21 退職の有無
（就業形態別） 件数 割合 件数 割合
退職した 25 12.1% 45 34.4%
退職していない 173 83.6% 78 59.5%
無回答 9 4.3% 8 6.1%

合計 207 100.0% 131 100.0%

正職員 正職員以外

割合は、問 21 で「退職した」と回答した回答者数 74 を分⺟に

算出しました。 

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数

366 を分⺟に算出しました。 
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 治療のために 1 か⽉以上の連続した休みを取得した⼈は 57.4％でした。治療や通院の

ために、職場で「休暇を取りやすい雰囲気があった」は 70.2％でした。傾向として、がん

が進⾏している⼈、従業員数が多い企業に勤めている⼈ほど休みを取得していました。ま

た、就業形態別に⽐較すると、正職員の取得割合が⾼くなっていました。 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

再掲）問 13（がん進⾏度別） 

 

再掲）問 13（従業員規模別） 
 
 
 
 
 

 

再掲）問 13（就業形態別） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

取得した取得していない

無回答

問 13 1 ヵ⽉以上の連続した休み(休暇ま

たは休職)取得の有無 
問13 連続休暇の取得 度数 割合
取得した 210 57.4%
取得していない 148 40.4%
無回答 8 2.2%
合計 366 100.0%

問13 連続休暇の取得
（従業員規模別） 度数 割合 度数 割合 度数 割合
取得した 50 48.5% 48 57.1% 108 62.8%
取得していない 49 47.6% 35 41.7% 62 36.0%
無回答 4 3.9% 1 1.2% 2 1.2%
合計 103 100.0% 84 100.0% 172 100.0%

従業員1〜49⼈ 従業員50〜299⼈ 従業員300⼈以上

問13 連続休暇の取得
（がん進⾏度別） 度数 割合 度数 割合 度数 割合 度数 割合 度数 割合
取得した 7 53.8% 28 36.8% 39 55.7% 50 69.4% 52 69.3%
取得していない 6 46.2% 47 61.8% 28 40.0% 21 29.2% 22 29.3%
無回答 0 0.0% 1 1.3% 3 4.3% 1 1.4% 1 1.3%
合計 13 100.0% 76 100.0% 70 100.0% 72 100.0% 75 100.0%

0期 Ｉ期 II期 Ⅲ期 Ⅳ期

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正職員

正職員以外の職員

取得した 取得していない 無回答

問 13 連続休暇の取得（就業形態別） 

問13 連続休暇の取得
（就業形態別） 度数 割合 度数 割合
取得した 133 64.3% 63 48.1%
取得していない 72 34.8% 64 48.9%
無回答 2 1.0% 4 3.1%
合計 207 100.0% 131 100.0%

正職員 正職員以外の職員

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数

366 を分⺟に算出しました。 
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 がん診断時に就労していた法⼈に導⼊されていた制度は、多い順に「所定労働時間を短

縮する制度」31.4％、「時差出勤制度」31.4％、「時間単位の休暇制度」28.4％でし

た。法⼈に制度があって利⽤した割合が⾼かった制度は、「フレックスタイム制度」

53.3％、「時間単位の休暇制度」52.9％、「失効年次有給休暇の積⽴制度」49.4％でし

た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
制度の有無の割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数 366 を⺟ 

数に算出しました。 

 
 

   

問23 制度の導⼊状況・利⽤状況 制度あり 割合 利⽤状況 割合
所定労働時間を短縮する制度 115 31.4% 36 31.3%
時差出勤制度 114 31.1% 45 39.5%
時間単位の休暇制度 104 28.4% 55 52.9%
失効年次有給休暇の積⽴制度 89 24.3% 44 49.4%
フレックスタイム制度 75 20.5% 40 53.3%
試し(慣らし)出動制度等 53 14.5% 15 28.3%
在宅勤務制度 27 7.4% 9 33.3%
上記以外の治療⽬的の休暇･休業制度 100 27.3% 60 60.0%
その他 3 0.8% 3 100.0%

問14 職場の雰囲気 度数 割合
休暇をとりやすい雰囲気があった 257 70.2%
なかった 32 8.7%
どちらともいえない 68 18.6%
無回答 9 2.5%
合計 366 100.0%

休暇をとりやすい

雰囲気があった

なかった

どちらとも

いえない

無回答

問 14 治療や通院のために休暇を取りやすい雰囲気 

問 23 制度の導⼊状況・利⽤状況 

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数

366 を分⺟に算出しました。 
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◆就労上の配慮 

 がん診断後、法⼈の配慮による「業務量の変更があった」は 56.8％でした。業務量の変

更があった⼈のうち、「希望に沿ったものだった」は 88.0％、「納得している」は

90.9％でした。 

業務上の配慮として、「勤務地の変更があった」は 13.7％、「就業形態の変更があっ

た」は 13.1％、「業務内容の変更があった」は 13.1％、「所属部署の変更があった」は

8.2％、「役職の変更があった」は 4.6％でした。 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数 366 
を⺟数に算出しました。 
 

 
 
 
 

   

業務量の変更

があった
業務量の変更

はなかった

無回答

問 15 がん診断後の業務量の配慮 

勤務地の変更

所属部署の変更

就業形態の変更

業務内容の変更

役職の変更

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あった なかった 無回答 不明

問 16〜19 業務上の配慮・変更の有無 

問16-19 業務上の配慮 あった なかった 無回答 不明
勤務地の変更 13.7% 79.0% 7.4% 0.0%
就業形態の変更 13.1% 79.0% 7.9% 0.0%
業務内容の変更 13.1% 78.4% 8.2% 0.3%
所属部署の変更 8.2% 82.2% 9.3% 0.3%
役職の変更 4.6% 83.3% 12.0% 0.0%

問15 本⼈希望との関係 度数 割合
希望に沿ったものだった 183 88.0%
希望に沿ったものではなかった 24 11.5%
無回答 1 0.5%
合計 208 100.0%

問15 業務量の変更 度数 割合
業務量の変更があった 208 56.8%
業務量の変更はなかった 136 37.2%
無回答 22 6.0%
合計 366 100.0%

問15 納得度 度数 割合
納得している 189 90.9%
納得していない 17 8.2%
無回答 2 1.0%
合計 208 100.0%

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数

366 を分⺟に算出しました。 

割合は、問 15 で「業務量の変更があった」と回答した回答者

数 208 を分⺟に算出しました。 
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◆治療と仕事の相談・サポート 

 がんにかかったことを職場に「報告もしくは相談した」は 84.4％、「報告・相談しなか

った」は 8.2％でした。がん診断時の年齢が⾼いほど報告・相談する割合が低くなる傾向

でした。報告・相談相⼿は、多い順に「所属⻑・上司」「同僚」「⼈事労務担当者」でし

た。報告・相談したと回答した⼈の約７割で報告・相談したことで状況が改善したと回答

していました。報告・相談しなかった主な理由は、「報告・相談するまでも無い」「周囲

に⼼配をかけたくない」「仕事上、偏⾒を持たれたくない」でした。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

再掲）問 2２（がん診断時年齢別） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

問22 職場への報告・相談状況
（がん診断時年齢別） 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
報告･相談した 23 92.0% 58 82.9% 130 89.7% 98 77.8%
報告･相談しなかった 1 4.0% 6 8.6% 10 6.9% 13 10.3%
無回答 1 4.0% 6 8.6% 5 3.4% 15 11.9%
合計 25 100.0% 70 100.0% 145 100.0% 126 100.0%

〜３０代 ４０代 ５０代 ６０代〜

報告･相談した

報告･相談しな

かった

無回答

問 22 職場への報告・相談状況 

問 22 報告・相談した相⼿ 

問 22 報告・相談することで状況が改善した割合（⼀部のみ） 

問22 職場への報告・相談状況 度数 割合
報告･相談した 309 84.4%
報告･相談しなかった 30 8.2%
無回答 27 7.4%
合計 366 100.0%

問22 報告・相談した相⼿ 度数 割合
所属⻑・上司 301 97.4%
同僚 209 67.6%
⼈事労務担当者 119 38.5%
産業医 61 19.7%
産業保健師 34 11.0%
その他産業保健スタッフ 14 4.5%
労働組合 13 4.2%
その他法⼈内の専⽤窓⼝ 5 1.6%
法⼈が契約している法⼈外の専⽤窓⼝ 1 0.3%
その他 3 1.0%

問22 状況が改善した割合 度数 割合
所属⻑・上司 226 75.1%
同僚 156 74.6%
⼈事労務担当者 87 73.1%
産業医 42 68.9%
産業保健師 24 70.6%

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数

366 を分⺟に算出しました。 

割合は、問 22 で「報告・相談した」と回答した回答

者数 309 を⺟数に算出しました 

割合は、「問 22 報告・相談した相⼿」を⺟数
に算出しました。 
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 がんの治療と仕事の両⽴に向けて、職場の産業医や保険師・看護師など産業保健スタッ

フから「サポートを受けた」は 16.7％、「いずれのサポートも受けなかった」は 72.1％

でした。受けなかった主な理由は、「必要がないと思った」「産業保健スタッフがいない

ため」「産業保健スタッフの存在を知らなかった」でした。サポートを受けた⼈の主なサ

ポート内容は「休職や復職にあたっての⾯談」でした。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

   

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

報告･相談するまでも無いことと思ったため

周囲に⼼配をかけたくなかったため

仕事上､偏⾒を持たれたくなかったため

解雇される⼼配があったため

その他

問 22 職場に報告・相談しなかった理由 （複数回答） 

問24 産業保健スタッフのサポート 度数 割合
サポートを受けた 61 16.7%
いずれのサポートも受けなかった 264 72.1%
無回答 41 11.2%
合計 366 100.0%

サポート

を受けた

いずれのサポート

も受けなかった

無回答

問 24 産業保健スタッフからのサポート状況 

問24 受けたサポートの内容 度数 割合
休職や復職にあたっての⾯談 38 62.3%
定期的な⾯談を通じたフォローや相談受付 28 45.9%
就業上の制限や職場環境の整備に関する⼈事担当者や
上司への助⾔

22 36.1%

その他 4 6.6%
合計 92

問24 サポートを受けなかった理由 度数 割合
必要ないと思ったため 106 40.2%
産業保健スタッフがいないため 71 26.9%
産業保健スタッフの存在を知らなかったため 57 21.6%
産業保健スタッフの存在を知っていたが､サポーﾄを受
けられるか分からなかったため

17 6.4%

その他 22 8.3%
合計 273

問 24 受けたサポートの内容 （複数回答） 問 24 サポートを受けなかった理由 （複数回答） 

割合は、問 24 で「サポートを受けた」と回答した回答者数

61 を⺟数に算出しました。 
割合は、問 24 で「いずれのサポートも受けなかった」と回
答した回答者数 264 を⺟数に算出しました。 

割合は、問 22 で「報告・相談しなかった」と回答した回答 
者数 30 を⺟数に算出しました。 

問22 報告・相談しなかった理由 度数 割合
報告･相談するまでも無いことと思ったため 16 53.3%
周囲に⼼配をかけたくなかったため   11 36.7%
仕事上､偏⾒を持たれたくなかったため 8 26.7%
解雇される⼼配があったため 3 10.0%
その他 3 10.0%
合計 41

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数
366 を分⺟に算出しました。 
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◆経済的な問題 

 がん診断後の収⼊について、「個⼈収⼊は減った」59.4％、「世帯収⼊は減った」

43.0％でした。処遇（昇格・昇進等）については、「影響があった」21.6％、「影響はな

かった」47.0％でした。制度に関して、「⾼額療養費制度を利⽤した」は 72.4％でし

た。傷病⼿当⾦制度に関しては、「制度を利⽤した」は 33.9％、「知らなかったので利⽤

しなかった」は 33.6％とほぼ同程度でした。 
 

 
 
 
 
 

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」及び「個⼈事業主(⾃営 
業)として就労していた」と回答した回答者数 433 を分⺟に算出 
しました。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

個⼈収⼊は

減った

変わらない､もしくは

増えた

無回答
問 27 がん診断後の個⼈収⼊への影響 

問27 個⼈の収⼊ 度数 割合
個⼈収⼊は減った 257 59.4%
変わらない､もしくは増えた 155 35.8%
無回答 21 4.8%
合計 433 100.0%

世帯収⼊は

減った
変わらない､もしくは

増えた

無回答

問 28 がん診断後の世帯収⼊への影響 

問27 世帯の収⼊ 度数 割合
世帯収⼊は減った 186 43.0%
変わらない､もしくは増えた 157 36.3%
無回答 90 20.8%
合計 433 100.0%

問26 処遇への影響 度数 割合
影響があった 79 21.6%
影響はなかった 172 47.0%
分からない 81 22.1%
無回答 34 9.3%
合計 366 100.0%

影響があった

影響はなかった

分からない

無回答

問 26 処遇（昇格・昇進等）への影響の有無 

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」及び「個⼈事業主
(⾃営業)として就労していた」と回答した回答者数 433 を
分⺟に算出しました。 

割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数
366 を分⺟に算出しました。 
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割合は、問 11 で「法⼈で就労していた」と回答した回答者数 366 
を⺟数に算出しました。 
 
 

◆今後の就労に関する意向 

 治療と仕事を両⽴する上で困難であったこととして多く挙げられたのは、「治療費が⾼

い､治療費がいつ頃､いくらかかるか⾒通しが⽴たない」、「働き⽅を変えたり休職するこ

とで収⼊が減少する」でした。 

  
 

 
 

問31 両⽴する上で困難であったこと 度数 割合
治療費が⾼い､治療費がいつ頃､いくらかかるか⾒通しが⽴たない 161 22.4%
働き⽅を変えたり休職することで収⼊が減少する 154 21.4%
体調や症状･障害に応じた仕事内容の調整ができない 109 15.2%
体調や治療の状況に応じた柔軟な勤務ができない 105 14.6%
治療･経過観察･通院⽬的の休暇･休業が取りづらい 102 14.2%
通勤が困難である 67 9.3%
病気や治療のことを職場に⾔いづらい雰囲気がある 66 9.2%
治療をしながら仕事をすることで⼈事評価が下がる 53 7.4%
職場内に相談相⼿がいない 45 6.3%
治療をしながら仕事をすることについて職場の理解がない・乏しい 36 5.0%
医師や看護師等に仕事のことについて相談しづらい雰囲気がある 24 3.3%
治療と仕事の両⽴について誰(どこ)に相談すればよいか分からない 40 5.6%
その他 49 6.8%
困難と感じたことは無かった 123 17.1%
無回答 238 33.1%
合計 1,372

問 30 ⾼額療養費制度の利⽤状況 

⾼額療養費制度

を利⽤した

利⽤条件に該当せ

ず､利⽤しなかった

知らなかった

ので､利⽤し

なかった

知っていたが､利⽤

しなかった

無回答 不明
問30 ⾼額療養費制度 度数 割合
⾼額療養費制度を利⽤した 520 72.4%
利⽤条件に該当せず､利⽤しなかった 47 6.5%
知らなかったので､利⽤しなかった 42 5.8%
知っていたが､利⽤しなかった 20 2.8%
無回答 88 12.3%
不明 1 0.1%
合計 718 100.0%

問 31 治療と仕事を両⽴する上で困難であったこと （複数回答） 

割合は、回答者数 718 を分⺟に算出しました。 

問 30 傷病⼿当⾦制度の利⽤状況 

傷病⼿当⾦制度を

利⽤した

制度を知らなかったの

で、利⽤しなかった

利⽤条件に該

当せず､利⽤

しなかった

知っていた

が､利⽤しな

かった

無回答
問30 傷病⼿当⾦制度 件数 割合
傷病⼿当⾦制度を利⽤した 124 33.9%
制度を知らなかったので、利⽤しなかった 123 33.6%
利⽤条件に該当せず､利⽤しなかった 61 16.7%
知っていたが､利⽤しなかった 14 3.8%
無回答 44 12.0%
合計 366 100.0%
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 今後の就労（継続）意向について、就労していた⼈のうち、「仕事を続けたい（した

い）」は 76.4％、「仕事を辞めたい（したくない）」は 14.3％でした。回答を正職員に

限ると「仕事を続けたい（したい）」は 79.7％でした。仕事を続けたい（したい）主な理

由は、「家庭の⽣計を維持するため」、「働くことが⾃⾝の⽣きがいであるため」でし

た。⼀⽅、仕事を辞めたい（したくない）主な理由は、「体⼒的につらいため」、「治療

に専念したいため」でした。 

 

 

 

 

 
再掲）問 32（就労形態別） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問32 今後の就労（継続）意向
（就業形態別） 件数 割合 件数 割合 件数 割合
仕事を続けたい(したい) 385 53.6% 286 78.1% 165 79.7%
仕事を辞めたい(したくない) 113 15.7% 47 12.8% 26 12.6%
無回答 219 30.5% 32 8.7% 15 7.2%
不明 1 0.1% 1 0.3% 1 0.5%
合計 718 100.0% 366 100.0% 207 100.0%

全体 法⼈で就労 正職員

問 32 今後の就労（継続）意向 

問 32 仕事を続けたい（したい）理由（複数回答） 

問 32 仕事を辞めたい（したくない）理由（複数回答） 
問32 仕事を辞めたい理由 度数 割合
体⼒的につらいため 56 49.6%
治療に専念したいため 53 46.9%
仕事を引退する年齢に近い(なっ
た)ため

38 33.6%

⾃⾝が職場でストレスを感じている 19 16.8%
家族が望んでいるため 12 10.6%
その他 13 11.5%
合計 191

問32 仕事を続けたい理由 度数 割合
家庭の⽣計を維持するため 254 66.0%
働くことが⾃⾝の⽣きがいであ
るため

203 52.7%

がんの治療代を賄うため 154 40.0%
職場から仕事を続けることを要
請されているため

46 11.9%

その他 32 8.3%
合計 689

割合は、問 32 で「仕事を続けたい(したい)」と回答し
た回答者数 385 を分⺟に算定しました。 

割合は、問 32 で「仕事を辞めたい（したくない）」と
回答した回答者数 113 を分⺟に算定しました。 
 

問32 今後の就労（継続）意向 度数 割合
仕事を続けたい(したい) 331 76.4%
仕事を辞めたい(したくない) 62 14.3%
無回答 39 9.0%
不明 1 0.2%
合計 433 100.0%

問 11 で「法⼈で就労していた」および「個⼈事業主（⾃
営業）として就労していた」と回答した回答者 433 ⼈につ
いて集計しました。 

仕事を続けたい

(したい)

仕事を辞めたい

(したくない)

無回答
不明
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(2) がん患者の家族向け調査 

◆基本属性 

回答者（全 507 件）のがんにかかった患者との続柄は、「配偶者」73.8%、「⼦⼜は

⼦の配偶者」11.8％、「親」8.7%でした。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

◆就労の状況 

 家族ががんと診断された時点で、「仕事をしていた」は 60.2％、「仕事をしていなかっ

た」は 37.5％でした。仕事をしていた⼈の就業形態は、正職員 50.8％、正職員以外（契

約職員・嘱託職員、パート・アルバイト、派遣職員の合計）33.1％、⾃営業 12.8％でし

た。 
 
 
 

   
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問 3 がんにかかった患者との続柄 

問３ 続柄 度数 割合
配偶者 374 73.8%
⼦⼜は⼦の配偶者 60 11.8%
親 44 8.7%
その他 18 3.6%
無回答 9 1.8%
不明 2 0.4%
合計 507 100.0%

配偶者

⼦⼜は⼦の配偶者

親

その他 無回答 不明

問４ 就労状況 度数 割合
仕事をしていた 305 60.2%
仕事をしていなかった 190 37.5%
無回答 12 2.4%
合計 507 100.0%

仕事をしていた仕事をしていなかった

無回答

問 4 家族のがん診断時の就労状況 

正職員

契約職員･嘱託職員

パート･アル

バイト

派遣職員

⾃営業
その他

無回答 不明

問 4 就業形態 

割合は、問４で「仕事をしていた」と回答した回答者数
305 を分⺟に算定しました。 
 

問４ 就業形態 度数 割合
正職員 155 50.8%
契約職員･嘱託職員 17 5.6%
パート･アルバイト 80 26.2%
派遣職員 4 1.3%
⾃営業 39 12.8%
その他 5 1.6%
無回答 3 1.0%
不明 2 0.7%
合計 305 100.0%
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◆就労への影響 

 家族ががんにかかったことによる仕事の状況について、「変化があった」は 42.0％、

「変化がなかった」は 52.5％でした。具体的な変化の内容は、「サポート等のために有給

休暇を取得した」、「勤務時間を短縮した」、「勤務時間をずらした」でした。就業形態

別に⽐較すると、正職員で「有給休暇を取得した」の回答割合が⾼くなっており、正職員

以外では「サポート等のために仕事を辞めた」の回答割合が⾼くなっていました。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

問４ 就労状況の変化 度数 割合
変化があった 128 42.0%
変化がなかった 160 52.5%
無回答 16 5.2%
不明 1 0.3%
合計 305 100.0%

変化があった
変化がなかった

無回答 不明

問 4 家族ががんにかかったことによる就業状況の変化 

問４ 就労状況の変化の状況 度数 割合
サポート等のために有給休暇を取得した 59 46.1%
サポート等のために勤務時間を短縮した 38 29.7%
サポート等のために勤務時間をずらした 31 24.2%
サポート等のために仕事を辞めた 16 12.5%
サポート等のために休職した 8 6.3%
収⼊確保のために勤務時聞を増やした 6 4.7%
収⼊確保のために違う仕事を始めた 4 3.1%
収⼊確保のために就業形態を変えた 4 3.1%
その他 9 7.0%
無回答 1 0.8%
合計 176 0% 20% 40% 60%

サポート等のために有給休暇を取得した

サポート等のために勤務時間を短縮した

サポート等のために勤務時間をずらした

サポート等のために仕事を辞めた

サポート等のために休職した

収⼊確保のために勤務時聞を増やした

収⼊確保のために違う仕事を始めた

収⼊確保のために就業形態を変えた

その他

無回答

問 4 就業状況の変化の状況 （複数回答） 

再掲）問４（就業形態別） 

割合は、問４で「変化があった」と回答した回答者数 128
を分⺟に算定しました。 

問４ 就労状況の変化の状況
（就業形態別） 度数 割合 度数 割合
サポート等のために有給休暇を取得した 47 77.0% 11 22.9%
サポート等のために勤務時間を短縮した 18 29.5% 15 31.3%
サポート等のために勤務時間をずらした 12 19.7% 13 27.1%
サポート等のために仕事を辞めた 1 1.6% 11 22.9%
サポート等のために休職した 1 1.6% 4 8.3%
収⼊確保のために勤務時聞を増やした 4 6.6% 1 2.1%
収⼊確保のために違う仕事を始めた 1 1.6% 2 4.2%
収⼊確保のために就業形態を変えた 1 1.6% 3 6.3%

正職員以外正職員

正職員以外の職員は、契約職員・嘱託職員、パート・アルバイト、派遣職員の合計値です。 

割合は、問４で「仕事をしていた」と回答した回答者数
305 を分⺟に算定しました。 
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◆がんにかかった家族の就労に関する意向 

 がんにかかった家族（患者）について、「どちらかというと、仕事をして欲しい」は

35.9％、「どちらかとうと、仕事をして欲しくない」は 36.1％とほぼ同程度でした。仕

事をして欲しい主な理由は、「働くことががんにかかった家族の⽣きがいであるため」、

「家庭の⽣計を維持するため」でした。⼀⽅、仕事をして欲しくない主な理由は、「治療

に専念して欲しいため」でした。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

問５ 家族の就労に関する意向 度数 割合
どちらかというと、仕事をして欲しい 182 35.9%
どちらかというと､仕事をして欲しくない 183 36.1%
分からない 102 20.1%
無回答 40 7.9%
合計 507 100.0%

どちらかというと、

仕事をして欲しい

どちらかというと､仕事を

して欲しくない

分からない

無回答

問 5 がんにかかった家族の就労継続に関する意向 

問５ 仕事をして欲しい理由 度数 割合
働くことががんにかかったご家族の⽣きが
いであるため

117 64.3%

家庭の⽣計を維持するため 90 49.5%
がんの治療代を賄うため 48 26.4%
がんにかかったご家族の職場から続ける事
を求められているため

22 12.1%

その他 22 12.1%
無回答 2 1.1%
合計 301

問５ 仕事をして欲しくない理由 度数 割合
治療に専念して欲しいため 138 75.4%
仕事を引退する年齢に近い(なった)ため 48 26.2%
がんに罹患したご家族が体⼒的につらいと
訴えているため

28 15.3%

家族が望んでいるため 23 12.6%
がんに罹患したご家族が職場でストレスを
感じているため

10 5.5%

その他 12 6.6%
無回答 7 3.8%
合計 266

0% 20% 40% 60% 80%

働くことが家族の⽣きがいであるため

家庭の⽣計を維持するため

がんの治療代を賄うため

職場から続ける事を求められているため

その他

無回答

0% 20% 40% 60% 80%

治療に専念して欲しいため

仕事を引退する年齢に近い(なった)ため

家族が体⼒的につらいと訴えているため

家族が望んでいるため

家族が職場でストレスを感じているため

その他

無回答

問 5 がんにかかった家族に仕事をして欲しい理由（複数回答） 

問 5 がんにかかった家族に仕事をして欲しくない理由（複数回答） 

割合は、問５で「どちらかというと、仕事をして欲しい」

と回答した回答者数 182 を分⺟に算定しました。 

割合は、問５で「どちらかというと､仕事をして欲しくな
い」と回答した回答者数 183 を分⺟に算定しました。 
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◆がんにかかった家族の就労に関する相談・サポート 

 がんにかかった家族の就労について、「相談したいと思ったことがある」は 25.6％、

「相談したいと思ったことはない」は 63.5％でした。相談したいと思ったことがある⼈の

うち、実際に「相談した」は 60.0％でした。主な相談相⼿先は、「主治医や専⾨医」、

「知⼈・友⼈」でした。⼀⽅、「相談しなかった」は 37.2％で、その主な理由は、「相談

先を知らなかったため」が 71.4％でした。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問6 就労についての相談意向 度数 割合
相談したいと思ったことがある 130 25.6%
相談したいと思ったことはない 322 63.5%
無回答 55 10.8%
合計 507 100.0%

相談したいと思った

ことがある

相談したいと思ったことはない

無回答

問 6 就労についての相談意向 

問6 実際の相談の有無 度数 割合
相談した 78 60.0%
相談しなかった 49 37.7%
無回答 3 2.3%
合計 130 100.0%

問６ 相談しなかった理由 度数 割合
相談先を知らなかったため 35 71.4%
がんにかかったご家族の職場に知
られたくなかったため 3 6.1%
その他 11 22.4%
無回答 3 6.1%
合計 52

問6 相談相⼿先 度数 割合
主治医や専⾨医 40 51.3%
知⼈･友⼈ 34 43.6%
受診医療機関の相談窓⼝ 13 16.7%
受診医療機関の看護師 10 12.8%
患者ご本⼈の職場 10 12.8%
がん患者と家族の会等 6 7.7%
⾏政の窓⼝(福祉保健センター等) 5 6.4%
社会保険労務⼠ 4 5.1%
地域産業保健センター 2 2.6%
ハローワーク 2 2.6%
その他 7 9.0%

相談した相談しなかった

無回答
問 6 実際の相談の有無 

問 6 相談をした相⼿先 （複数回答） 

割合は、問６で「相談したいと思ったことがある」と 
回答した回答者数 130 を分⺟に算定しました。 

割合は、問６で「相談しなかった」と回答した回答者数
49 を分⺟に算定しました。 

割合は、問６で「相談した」と回答した回答者数 78 を⺟
数に算出しました。 

問 6 相談をしなかった理由 （複数回答） 
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◆がんにかかった患者の「家族」に対して必要な⽀援・制度 

 家族や親戚以外の機関から何らかの「サポートを受けた」は 9.3％、「サポートを受け

なかった」は 75.5％でした。 

がんにかかった患者の「家族」に対して必要と思われる⽀援や制度（複数回答）で多か

った回答は、「患者への⽀援⽅法についての助⾔･情報提供」51.3％、「患者の治療に関

して相談できる場の提供」48.5％でした。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

問7 家族・親戚以外からのサポートの有無 度数 割合
サポーﾄを受けた 47 9.3%
サポートを受けなかった 383 75.5%
無回答 76 15.0%
不明 1 0.2%
合計 507 100.0%

サポーﾄを受けた

サポートを受けなかった

無回答
不明

問 7 家族・親戚以外からのサポートの有無 

問８ がんにかかった患者の「家族」に対して必要な⽀援や制度 （複数回答） 

割合は、回答者数 507 を分⺟に算出しました。 

問8 必要な⽀援や制度 度数 割合
患者への⽀援⽅法についての助⾔･情報提供 260 51.3%
患者の治療に関して相談できる場の提供 246 48.5%
家族の看護のために利⽤できる休暇制度
(介護休暇､⼦どもの看護休暇以外)

138 27.2%

患者や家族の就労に関する問題について相談でき
る場の提供

87 17.2%

がん患者の家族同⼠の交流の場の提供 63 12.4%
その他 20 3.9%
無回答 112 22.1%
合計 926



23 
 

(3) 事業所向け調査 

◆基本属性 

回答事業所（全 454 件）の従業員数は、「50 ⼈未満」38.8%、「50 ⼈以上３00 ⼈

未満」44.3%、「300 ⼈以上」16.1%でした。 

 

 

 
 

 
 
 

 
 

◆がん検診の実施状況 

単独実施と共同実施を合わせた検診を実施している事業所は 46.3％でした。⼀⽅、が

ん検診を実施していない事業所は 51.3％でした。従業員規模が⼩さいほど実施していな

い割合が⾼くなる傾向でした。検診を実施していない事業所で⾏っている検診受診のた

めの取組は、「検診費⽤の補助」22.3％が最多でした。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

問3 がん検診の実施状況
（従業員規模別） 度数 割合 度数 割合 度数 割合
事業主として法⼈単独で実施 12 6.8% 29 14.4% 8 11.0%
協会けんぽ､健保組合､共済組合等と共同実施 49 27.8% 78 38.8% 33 45.2%
実施していない 109 61.9% 90 44.8% 31 42.5%
無回答 6 3.4% 4 2.0% 1 1.4%
合計 176 100.0% 201 100.0% 73 100.0%

50⼈未満 50⼈以上300⼈未満 300⼈以上

問3 がん検診の実施状況 度数 割合
事業主として法⼈単独で実施 49 10.8%
協会けんぽ､健保組合､共済組合等と共同実施 161 35.5%
実施していない 233 51.3%
無回答 11 2.4%
合計 454 100.0%

問2 従業員数 度数 割合
50⼈未満 176 38.8%
50⼈以上300⼈未満 201 44.3%
300⼈以上 73 16.1%
無回答 4 0.9%
合計 454 100.0%

50⼈未満

50⼈以上

300⼈未満

300⼈以上

無回答
問 2 従業員数 

事業主として法

⼈単独で実施

協会けんぽ､健保

組合､共済組合等

と共同実施

実施していない

無回答

問 3 がん検診の実施状況 

再掲）問 3（従業員規模別）  

問3 がん検診受診のための取組 度数 割合
検診費⽤の補助 52 22.3%
⾃治体で実施しているがん検診の案内・周知 28 12.0%
勤務時間内の受診の許可 25 10.7%
その他 9 3.9%
特に何も実施していない 143 61.4%
無回答 31 13.3%
合計 288

割合は、問３で「実施していない」と回答した回答事業所数
233 を分⺟に算定しました。 

問 3 がん検診受診のために実施している取組 （複数回答） 
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◆柔軟な働き⽅を⽀援するための制度 

 柔軟な働き⽅を⽀援するための制度として導⼊している事業所が多い制度は、「半⽇単

位の休暇制度」64.1％、「退職者の再雇⽤制度」58.8％でした。私傷病の治療・療養のた

めに利⽤可能としている事業所が多い制度は、「半⽇単位の休暇制度」50.2％、「治療⽬

的の休暇・休業制度」26.2％でした。⾮正規雇⽤の従業員を対象とした制度では、導⼊割

合は正職員と⽐べて全体的に低い傾向で最多は「半⽇単位の休暇制度」43.4％でした。 
 

 

   

 

  

問4 柔軟な働き⽅を⽀援するための制度

度数 割合 度数 割合 度数 割合 度数 割合
半⽇単位の休暇制度 291 64.1% 228 50.2% 197 43.4% 163 35.9%
退職者の再雇⽤制度 267 58.8% 89 19.6% 94 20.7% 41 9.0%
１⽇の所定労働時間を短縮する制度 163 35.9% 73 16.1% 90 19.8% 39 8.6%
治療⽬的の休暇･休業制度 160 35.2% 119 26.2% 71 15.6% 63 13.9%
失効年次有給休暇の積⽴制度 121 26.7% 89 19.6% 48 10.6% 41 9.0%
時差出勤制度 112 24.7% 67 14.8% 64 14.1% 44 9.7%
時間単位の休暇制度 80 17.6% 66 14.5% 52 11.5% 41 9.0%
週または⽉の所定労働時間を短縮する制度 70 15.4% 37 8.1% 37 8.1% 21 4.6%
フレックスタイム制度 63 13.9% 47 10.4% 33 7.3% 27 5.9%
裁量労働制度 35 7.7% 10 2.2% 8 1.8% 3 0.7%
在宅勤務制度 16 3.5% 6 1.3% 8 1.8% 3 0.7%
その他 4 0.9% 2 0.4% 2 0.4% 2 0.4%
無回答 60 13.2% 80 17.6% 117 25.8% 19 4.2%
合計 1442 913 821 507

正職員を対象とした制度 ⾮正規雇⽤の従業員を対象とした制度
導⼊している制度 私傷病等で利⽤可能 導⼊している制度 私傷病等で利⽤可能

問 4 柔軟な働き⽅を⽀援する制度の導⼊割合および私傷病等で利⽤可能な割合 （複数回答） 

割合は、回答事業所数 454 を分⺟に算出しました。 

正職員を対象とした制度 

⾮正規雇⽤の従業員 

を対象とした制度 
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従業員規模別で⽐較すると、「治療⽬的の休暇･休業制度」は従業員規模による導⼊割

合の差が⽐較的少なく、⼀⽅、「１⽇の所定労働時間を短縮する制度」は、50 ⼈未満

20.5％、50 ⼈以上 300 ⼈未満 39.8％、300 ⼈以上 63.0％と従業員規模による導⼊割合

の差が⼤きな制度となっていました。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

問4 柔軟な働き⽅を⽀援するための制度
導⼊している制度（従業員規模別） 度数 割合 度数 割合 度数 割合
半⽇単位の休暇制度 91 51.7% 139 69.2% 58 79.5%
退職者の再雇⽤制度 88 50.0% 123 61.2% 54 74.0%
１⽇の所定労働時間を短縮する制度 36 20.5% 80 39.8% 46 63.0%
上記以外の治療⽬的の休暇･休業制度 59 33.5% 70 34.8% 30 41.1%
失効年次有給休暇の積⽴制度 29 16.5% 61 30.3% 31 42.5%
時差出勤制度 34 19.3% 52 25.9% 26 35.6%
時間単位の休暇制度 30 17.0% 25 12.4% 23 31.5%
週または⽉の所定労働時間を短縮する制度 22 12.5% 31 15.4% 17 23.3%
フレックスタイム制度 12 6.8% 32 15.9% 19 26.0%
裁量労働制度 10 5.7% 19 9.5% 6 8.2%
在宅勤務制度 7 4.0% 7 3.5% 2 2.7%
その他 1 0.6% 1 0.5% 2 2.7%
無回答 41 23.3% 17 8.5% 1 1.4%
合計 460 657 315

50⼈未満 50⼈以上300⼈未満 300⼈以上

再掲）問４（従業員規模別）  

割合は、問２で各従業員規模の回答事業所数を分⺟に算出しました。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

半⽇単位の休暇制度

退職者の再雇⽤制度

１⽇の所定労働時間を短縮する制度

上記以外の治療⽬的の休暇･休業制度

失効年次有給休暇の積⽴制度

時差出勤制度

時間単位の休暇制度

週または⽉の所定労働時間を短縮する制度

フレックスタイム制度

裁量労働制度

在宅勤務制度

50⼈未満 50⼈以上300⼈未満 300⼈以上
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◆産業保健スタッフとの連携状況 

 産業医・産業保険師・産業看護師など産業保健スタッフがいる事業所は 47.8％でした。

また、外部の産業保健スタッフと連携している事業所は 12.6％でした。⼀⽅、連携してい

る産業保健スタッフがいない事業所は 36.8％でした。 

 従業員規模別に⽐較すると、従業員規模が⼩さいほど産業保健スタッフがいない傾向が

あり、連携している産業保健スタッフがいない事業所は、300 ⼈以上の事業所で 2.7％、

50 ⼈以上 300 ⼈未満の事業所で 21.4％、50 ⼈未満の事業所で 69.3％でした。 

 産業保健スタッフによる主なサポート内容は、「従業員からの相談受付」、「休職や復

職にあっての⾯談」でした。 

 
 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全体

50⼈未満

50⼈以上300⼈未満

300⼈以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業保健スタッフがいる 外部の産業保健スタッフと連携している

連携している産業保健スタッフはいない その他

無回答

問5 産業保健スタッフとの連携状況
（従業員規模別） 度数 割合 度数 割合 度数 割合 度数 割合
産業保健スタッフがいる 217 47.8% 17 9.7% 131 65.2% 65 89.0%
外部の産業保健スタッフと連携している 57 12.6% 30 17.0% 22 10.9% 5 6.8%
連携している産業保健スタッフはいない 167 36.8% 122 69.3% 43 21.4% 2 2.7%
その他 7 1.5% 1 0.6% 4 2.0% 2 2.7%
無回答 9 2.0% 6 3.4% 2 1.0% 1 1.4%

全体 50⼈未満 50⼈以上300⼈未満 300⼈以上

割合は、問２で各従業員規模の回答事業所数を分⺟に算出しました。 

問 5 産業保健スタッフとの連携状況（従業員規模別）（複数回答）  

割合は、問５で「産業保健スタッフがいる」または「外部の産業保健スタッフと連

携している」と回答した回答事業所数 274 を分⺟に算出しました。 

問 5 産業保健スタッフによるサポート内容（複数回答）  

問5 産業保健スタッフによるサポート内容 度数 割合
従業員からの相談受付 153 55.8%
休職や復職にあたっての⾯談 146 53.3%
就業上の制限や職場環境の整備に対する⼈事部
⾨や従業員の上司への助⾔

132 48.2%

定期的な⾯談などによるフォロー 118 43.1%
医療機関（主治医やその他職員）との連絡･情
報交換

79 28.8%

その他 9 3.3%
特にサポートは⾏っていない 46 16.8%
無回答 4 1.5%
合計 687
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◆私傷病になった従業員の雇⽤管理、⾝分保障期間・所得補償期間等 

 従業員が私傷病になった際の休暇・休職や勤務形態等について、就業規則で規定してい

る事業所は 72.7％でした。特に規定していない（個別対応）は 26.0％でした。 

 ⾝分保障期間の平均は 17.2 か⽉、所得補償期間の平均は 15.1 か⽉でした。従業員規模

が⼤きいほど期間が⻑くなる傾向でした。 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

   

問６ 私傷病時の休職・休暇等の就業規則 度数 割合
規定している 330 72.7%
特に規定していない（個別対応） 118 26.0%
その他 1 0.2%
無回答 4 0.9%
不明 1 0.2%
合計 454 100.0%

問8 ⾝分保障期間等 平均値 最⼩値 最⼤値 中央値 度数 無回答 不明 合計
⾝分保障期間（⽉） 17.2 0 120.0 14.9 344 104 6 454
所得補償期間（⽉） 15.1 0 60.0 17.8 324 126 4 454
無給期間（⽉） 4.9 0 60.0 1.0 238 215 1 454

問8 ⾝分保障等の期間
（従業員規模別） 度数 平均値 度数 平均値 度数 平均値
⾝分保障期間（⽉） 112 12.0 165 18.9 64 22.1
所得補償期間（⽉） 105 10.7 157 16.5 59 19.5

50⼈未満 50⼈以上300⼈未満 300⼈以上

規定している

特に規定していない

（個別対応）

その他 無回答 不明

問 6 私傷病時の休職・休暇等の就業規則等の規定状況 

0

5

10

15

20

25

⾝分保障期間（⽉） 所得補償期間（⽉）

50⼈未満 50⼈以上300⼈未満 300⼈以上

問８ ⾝分保障期間・所得保障期間・無休期間 

再掲） 問８（従業員規模別） 
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◆がんと診断された従業員の状況 

 過去 3 年間のうち、がんと診断された従業員がいた事業所は 43.0％でした。そのう

ち、１か⽉以上連続して休職・休業した従業員がいた事業所は 73.3％でした。その従業員

の復職状況は、「復職する場合が多い」が 57.3％でした。⼀⽅、「復職後退職することが

多い」および「復職することなく退職する場合」を合わせた退職に⾄ったと回答した割合

は 18.9％でした。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

   

問11 がんと診断された従業員の有無 度数 割合
いた 195 43.0%
いなかった 220 48.5%
分からない 32 7.0%
無回答 7 1.5%
合計 454 100.0%

問11 連続した休職・休業 度数 割合
休職した従業員がいた 143 73.3%
休職した従業員はいなかった 46 23.6%
分からない 6 3.1%
無回答 0 0.0%
合計 195 100.0%

問11 復職状況 度数 割合
復職する場合が多い 82 57.3%
復職することなく退職する場合が多い 19 13.3%
復職後退職する場合が多い 8 5.6%
その他 25 17.5%
分からない 8 5.6%
無回答 1 0.7%
合計 143 100.0%

問 11 がんと診断された従業員の有無 

問 11 1 か⽉以上連続して休職・休業した従業員の有無 

問 11 従業員の復帰状況 

いた

いなかった

分からない 無回答

休職した従

業員がいた

休職した従業員

はいなかった

分からない

復職する場合

が多い
復職することなく退職

する場合が多い

復職後退職する

場合が多い

その他

分からない
無回答

割合は、問 11 でがんと診断された従業員が「いた」と回答した回答事業所数 195 を分

⺟に算定しました。 

割合は、問 11 で休職した従業員が「いた」と回答した回答事業所数 143 を分⺟に算

定しました。 
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◆治療と就労の両⽴の実現に向けた課題 

 仕事と治療の両⽴が実現できる職場づくりを必要と感じている事業所は 88.3％でした。

職場づくりを進める上での課題として多いものは、「代替要員の確保が困難」、「休業中

の賃⾦⽀給等の⾦銭的な補償が困難」、「柔軟な勤務制度の整備が困難」でした。⾏政に

よる普及啓発事業において知りたい内容として多いものは、「主に必要となる就業上の配

慮」、「他社での取組事例」、「法⼈が相談できる相談窓⼝」でした。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

問14 両⽴が実現できる職場づくり 度数 割合
必要性を強く感じている 134 29.5%
どちらかというと必要性を感じている 267 58.8%
あまり必要性は感じていない 42 9.3%
必要性は全く感じていない 6 1.3%
無回答   5 1.1%
合計 454 100.0%

問16 職場づくりを進める上での課題 度数 割合
代替要員の確保が困難 277 61.0%
休業中の賃⾦⽀給等の⾦銭的な補償が困難 163 35.9%
柔軟な勤務制度の整備が困難 148 32.6%

 ⻑期間働けない従業員の社会保険料の事業主負担が⼤きい 127 28.0%
病気そのものや治療の内容､仕事への影響が分からない 98 21.6%
具体的な⽀援の⽅法が分からない 63 13.9%
治療の⾒通しや就業制限に関する情報の⼊⼿が困難 58 12.8%
管理職や従業員の理解が得られにくい 40 8.8%
産業保健スタッフの雇⽤にかかるコスト負担が⼤きい 21 4.6%
その他 14 3.1%
持になし 38 8.4%
無回答 13 2.9%
合計 1,060

問17 ⾏政による普及啓発事業において知りたい内容 度数 割合
主に必要となる就業上の配慮 213 46.9%
他社での取組事例 190 41.9%
法⼈が相談できる相談窓⼝ 157 34.6%
労働者が相談できる相談窓⼝ 126 27.8%
がんそのものや治療⽅法等の基本的な情報 105 23.1%
従業員の受診医療機関との連携⽅法 90 19.8%
国や横浜市における施策動向 71 15.6%
社内での普及啓発資材 63 13.9%
産業医等の産業保健スタッフとの連携⽅法 42 9.3%
その他 4 0.9%
無回答 39 8.6%
合計 1,100

必要性を強く

感じている

どちらかというと必

要性を感じている

あまり必要性は感

じていない

必要性は全く感じていない 無回答

問 14 両⽴を実現できる職場づくりの必要性 

問 16 職場づくりを進める上で課題 （複数回答） 

問 17 ⾏政による普及啓発事業において知りたい内容 （複数回答） 

割合は、回答事業所数 454 を分⺟に算出しました。 

割合は、回答事業所数 454 を分⺟に算出しました。 
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3 調査票 
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